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限界にきた横浜市財政

司会　地方財政危機をどう改革するかということ

が国民的関心事となっていますが，どこに問題点

があるかを洗い，自治体財政強化のためも基本的

な視点を考えてみたいと思います。

　まず横浜市の現状を中心に，地方財政の状態を

お話しください。

小島　市財政のうち，市税，使用料等の自主的財

源は60％足らず，残り40％が国庫補助金や地方交

付税という依存財源に支えられて今日までやって

きたわけです。そのうえ，戦後十余年にわたる接

収，引続いて人口急増という特殊な事情のため，

需要の現われ方によそにないきびしい特殊性かあ

って，たんに一般的に行政水準を上げればいいと

いうことだけではなかったのですね。それでもイ

ンフレによる名目要素を含んだ税収の増もあっ

て，財政規模はここ４～５年,20～30％の率で年

々伸びてきました。

　ところが50年度は，当初1,443億円の税収を見

込んでいたのが，現在のところでは1,335億円と，

100億円以上の減となっています。この減収額は

現在の財政規模約3,000億円の3％にあたります

が，市にとっては絶対必要な額であったわけで

す。と申しますのは，この５年,10年間，高度成

長に支えられてとはいいながら，先ほど申しあげ

た人口急増などに起因する特殊な行政需要があり

ますので，この流れをいまさら変えることは，ま

ず不可能なのです。

　さらに51年度も，地方税制の改正，経済の方向

等の前提条件はありますものの，現時点では税の

増収見込みが10％を超えることはまず困難でしょ

う。従って，51年度の新たな需要増に対応できる

のは,130億から140億円か限度だろうという状況

です。しかし，この新規の需要増は，人件費，公

債費，扶助費等のいわゆる義務的経費だけでも
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100億円以上はいくだろうと，私どもでは試算し

ています。

　50年度は結果として赤字をさけられないだろ

う，さらに51年度は,130～140億円程度の増収を

見込む場合でも，数年来のベースで今後の財政を

運営することはきわめて困難な見通しにあるとい

うのが現在の本市財政です。

　もちろんこのような状況は横浜市だけでなく，

全国的に現れています。すでに48年度に地方団体

3,344のうち実質収支で123団体が赤字になってい

ますが,49年度は財政状況の悪化が一段と進んだ

ものと思われ，さらに50年度に入って財政状況は

いっそう深刻になっています。政府試算による地

方税減収は１兆円余りといわれますが，これはあ

くまで政府算定による標準税収入と比較してのも

のであって，各地方団体の実体に立っていませ

ん。例えば本市では，先ほど述べたように,100

億円の減収が見込まれるにもかかわらず，自治省

試算方式では法人分減収30億円が考えられている

にすぎません。

山本　なるほど。それで横浜市ではそういう財政

危機に対してどういう対処の仕方をされるのです

か。

小島　当面50年度については，減収補填債を受け

ざるをえないと思っています。しかし100億円減

収にみあう分はとうていこないだろうと思われま

すので，最終的には赤字を覚悟せざるをえないか

と思います。従来の年なら30億にしろ50億にし

ろ，切りつめるとか新規事業をやめるなどの措置

によってぬぐえたかもしれませんが，今回はこの

赤字がすくなくとも51年,52年頃までそのまま送

られると思います。一方，51年度予算は平常ベー

スではとても編成できない状況です。住民要望を

選びに選ぶという方法をとらなければなりませ

ん。内部の節約も49年度から始めていますが,50

年度，51年度は徹底したものにならざるをえない
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でしょう。それだけやっても，端的にいって,51

年度市税の増収は，人件費と公債費，施設の義務

費程度でいっぱいになってしまうのではないかと

思われます。しかし，現在考えられている行政需

要は，圧縮することはほとんど不可能なものばか

りなのですね。

司会　50年秋の臨時国会に提出された政府の地方

財政対策はどうでしょうか。

小島　今回の国の地方財政への措置は，ただ交付

税減収措置として運用部資金から１兆円をまわ

し，それを53年度以降８年で返済させることと，

地方税減収補填を地方債発行で措置したことが中

心ですが，いずれにしても結局は地方団体の借金

対策で切抜けさせようとしているんですね。しか

し借金で措置できる時代は終ったと思います。こ

の措置をくり返すかぎり，地方財政の構造的な問

題はいつになっても解決されません。

山本　自治体財政の規模は地方財政計画より１兆

円ほどふくらむのが普通ですが，その地方財政計

画にのっている起債ですら，引き受け手が出てく

るかが問題なのに，この１兆円をどうするかが国

の対策から抜けています。

　例えば千葉県のように，県の段階ですら起債が

消化できないという例が出ています。国が起債を

認めても絵にかいたモチになるおそれがあります

ね。

小島　その点は横浜でも同じで，減収補填債がき

てもこの消化は非常に難しいと思います。大都市

の場合はほとんど公募債等でくるだろうし，ほと

んど銀行に頼ることになりますが，銀行も国債を

引受けなければならないし，当面年末の中小企業

対策もあります。自治体財政は財源面と資金ぐり

の両面で苦しい立場に立たされているわけです。

山本　国債は買オペの対象になっていますが，地

方債はそれがないでしょう。だから買オペの対象

にしてほしいという要求が出ていますね。

調査季報48－75.12



地方財政危機の意味

司会　そのような地方財政危機の原因なり背景，

意味といったものをどうとらえたらよいでしょう

か。

岸本　直接には，自治体の収入減もしくは収入停

滞で，自治体が従来よりも活動を拡大，強化でき

ないのはもちろんのこと，従来の活動水準の維持

さえむづかしくなっていることを危機と言ってい

るわけですが，それだけではじつは危機の半分の

面しか見ていないことになります。といいますの

は，自治体の活動水準の停滞や低下ということ

が，さまざまな面に，さまざまな人に，大きな影

響を及ぼすわけで，その作用面にこそ，ほんとう

に危険な状況が生まれるということが見落されて

はなりません。たとえば，自治体財政にとっての

危機は福祉の推進にとっての危機でもあるし，そ

れをどう克服するかという場合，国からのテコ入

れ方式を強化するやり方になっていけば，民主主

義にとっての危機をつくりだすことになります。

小島　今日の地方財政危機の原因には，人件費の

増大と福祉の先取りが原因という説，不況による

税収の減収などいろいろいわれていますが，結局

のところ地方財政とくに税制構造の矛盾にあると

いう説が相当強くなっているようですね。

　人件費の増は，住民に直結する市町村行政で

は，人口増，住民要望の多様化，さらには行政水

準の高度化に伴って必然的なものです。また福祉

は，これまでは個人や家庭の責任において処理す

るしかなかった幼児や老人の問題が，政治的，社

会的問題として取り組むようになってきた結果で

す。さらに地方税減収は，国の経済政策の帰結で

あって，すべて地方団体の好むと好まざるとにか

かわらず起きている問題です。

　地方財政を全体の財政構造からみますと，行政

経費の執行は, 48年の例では，国が８兆４千億円，
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地方が17兆２千億円ですが，これに対応する税源

は国税が14兆円，地方税６兆５千億円です。48年

度の決算では，地方財政の歳入のうち，地方税の

構成比は36パーセントにしかすぎません。一方，

国からくる地方交付税と国庫支出金等が39パーセ

ント，これに市債を合せると，依存財源はじつに

48パーセントにもなります。

　このように地方財政の構造が国依存型であっ

て，自主性，弾力性が極めて弱いものになってい

るところへ，不況あるいはスタグフレーションの

嵐がおしよせ，その矛盾が一挙に吹きだしたのが

今日の地方財政危機であるといえます。ですから

その解決は，国・地方を通ずる財政構造の改革以

外にないといえるのですね。

山本　地方財政危機のとらえ方は出つくしている

ようですね。政府，自民党の側は，人件費が高す

ぎるとか，福祉の先取りに原因をすりかえようと

しています。そうでない多くの見方は，「３割自

治」に集中的に現われている中央集権的な税財政

制度に原因があると構造的にとらえています。地

方自治体の自主財源を少くし，国に財源を依存せ

ざるをえないようにしておいて，国の委任事務を

押しつけ，自治体の自主性を抑えて，中央集権的

な行財政をやっている。こういう構造的弱さにス

タグフレーションが重なって，いまの地方財政危

機が起きています。現象的にはスタグフレーショ

ンが前面に出ていますが，構造的な行財政の矛盾

が基本的な原因です。

　したがって，この問題は国との関係を抜きにし

ては考えられません。一時的対応策で糊塗しない

で，こういう機会にこそ，構造的問題を少しでも

打開していくことが重要ですね。

岸本　直接には，不況による税その他の収入減と

物価急騰による支出増ですが，より根本的には，

その不況も物価急騰も,60年代型高度成長のツケ

がまわってきたものです。それに，支出項目のほ
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うは，高度成長下のさまざまなヒズミに対する住

民側からの必要を，自治体が受けとめるためには

拡大せざるをえなかったのに対して，収入項目の

ほうは，高度成長下で生じた変化に即応していな

かったというギャップがあります。このギャップ

は，もちろん，中央政府が意識的に利用してきた

ものです。

山本　要するに，国の財政も地方の財政も，イン

フレーションつきの高度成長を前提として成りた

ってきたということです。これからは，仮に成長

率が６～７％としても，税収の伸びの弾性値1.5

をかけると，財政規模がこれまでのように毎年20

～30％もふくらむようはにならない。これまでの

ような高度でない成長が今後続くとすれば，現在

の制度では，都市の需要をまかなえる財政状態に

はならない。インフレつき高度成長に戻さないの

なら，それを打開するには，やはりここで国との

行財政の再配分の問題に立入らなければなりませ

ん。

危機打開の方向

司会　地方財政の現在の危機がこのまま進行して

いくとすれば，どういう状況なり問題がでてくる

でしょうか。そのへんのところを……。

岸本　財政危機は国家財政全般にわたって生じて

います。その打開は，地方財政だけでなく中央政

府についても必要ではありますが，現実には両者

のあいだの綱引きが起らざるをえないでしょう。

論理としては，地方財政の確立のうえに中央財政

の機能を考えていくというかたちが望ましく，し

たがって打開は，地方財政の確立を優先し，これ

を基盤とすることで行われるべきでしょう。

山本　議論は出尽しています。それをやるかやら

ないかで，自治体サイドと政府サイドとの対決の

形でしか解決できないと思います。国の対策は応

14

急の雨漏り対策で逃げて景気の回復を待つという

ものでしかない。だから自治体側は，法律の解釈

や運用でも独自の主体性を強めていくとか，行政

訴訟でも起すぐらいの決意でいかなければ，この

がんじがらめのワクの中では，結局あい変らず国

に頭を下げざるをえないことが続くでしょう。

小島　51年度の地方財政計画がどういう内容で出

てくるかによって，勝負があるていど決るのでは

ないかと思っています。それによって地方団体側

の，横浜市なら横浜市の国に対する方向がはっき

りしてくるだろうと思います。50年度は減収補填

債という借金によって地方財政計画上の雨漏りの

補填ができましたが,51年度はそうはいかないで

しょう。地方交付税の税率アップはやらないと自

治省は言っていますが，地方財政の需要がふくれ

るのは国としても認めざるをえない。いくら節約

しても限りがあります。ところが，収入のほうは

地方税は上らないこともはっきりしています。そ

うなりますと，どこでどう埋めるかですね。ここ

まで矛盾が出ている以上，よほどの抜本的な措置

をとらないかぎり，地方財政計画はできないんじ

ゃないかと思うんです。地方財政計画そのものが

出るのは２月に入ってからですが，今年度は各自

治体とも方向がわかりませんので，国の責任にお

いて基本的な方向を早期にはっきりさせるべき時

期だと思います。

岸本　３年ないし５年の中期では,6～7％の経

済成長が維持されると私は見ていますが，それは

低成長というより，国際的に比較してみてもむし

ろ高い成長なんですね。7％だと10年で倍にな

る。問題は，高いはずのものが低くみえるこれま

での借金経営体質から脱却することですね。その

場合，産業基盤投資に公共投資の力点が置かれて

いたのを，こんどこそ本気になって生活基盤投資

優先へ切りかえなければなりません。そのために

は地方財政をむしろ充実させなければなりません
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し，またそのほうがこれからの日本経済にとって

有利なんです。

　それは２つの点から言えます。一つは，ややネ

ガティブな言い方ですが，産業基盤投資優先は設

備投資目的のそう失で，展望がない。それが生産

力化した場合に,60年代のような需要の完全展開

を予想することが困難であることです。そうなる

と，あと残るのは輸出振興か，政府財政中心か，

個人消費優先かということになりますが，個人消

費拡大と政府投資拡大が有機的に結合するところ

に，生活基盤整備の意義があります。また，産業

基盤優先の高度成長の結果非常にたちおくれてい

る生活基盤の需要は無尽蔵で，そこへの財政投資

の乗数効果で需要拡大―個人消費だけでなく産

業需要も―の可能性があります。自治体財政を

充実し生活環境施設を整備することは，むしろ日

本経済の展望に寄与することなんです。

　もうひとつは，個人消費需要が拡大しなけれ

ば，最終需要が出てこない。現在の消費停滞は不

況の影響と節約マインドの定着によるといわれる

が，それよりも，受入れる容器がなくなったとい

うことだと思います。例えば住宅供給もそうで

す。そういう受入れ容器を拡大することが，生活

基盤の拡大であって，それは需要構造の新しい可

能性を切りひらき，日本の需要スケールを拡大す

る新しい突破口となるでしょう。

山本　国の地方財政対策は根本問題にふれない逆

方向のものです。政府の補正予算に関運した対策

にしても，地方財政計画の枠組みのなかで，交付

税や起債の対策を考える雨漏り対策にすぎないで

すね。中央集権的な３割自治の構造にはなんら根

本的な手を打とうとしていない。

改革をどうすすめるか

て，国，地方を通ずる行財政制度を改革するに

は，どこからどのようにすすめるべきでしょう

か。

山本　私は東京都の新財源構想研究会でいままで

３年間，どこかに自治体独自の打開策はないかと

知恵を絞ってきたのですが，知恵を絞れば絞るほ

ど，法律や通達，あるいは行政指導でガンジガラ

メにしばられていることがわかるのです。

　やっとやりました法人事業税の超過課税や不均

一課税にしても，超過課税の幅が法律で認められ

ていて乱いままでどこもやっていないから，自

治省からシッペ返しを受けるかもしれないとか，

起債を制限されるかもしれないとかを配慮して，

やりたくないと事務当局の責任者は考えるのです

よ。その点では素人のほうがかえっていいです

ね。「法律にこう書いてあるのだから，そのとお

り解釈していけばよい。通達なんか情勢が変れば

変るのだから，変ったものとして無視していいじ

ゃないか」と我々は言えるのですが，事務当局の

人になると，いままでに例がないとか，やっても

無理だろうということになる。そこをよほど思い

きって，行政訴訟を起して言い分をはっきりさせ

るぐらいの決意で臨むべきですね。

　こんどの，固定資産税を思いきって上げようと

いう問題にしても，全国的視野から自治大臣が決

めた基準にしたがってそれぞれの地域の評価額が

決るんだとか，上地・家屋・償却資産のうち土地

だけできるのか，三つともやらなきゃおかしいと

いうような問題が出される。あるいは，いま51年

度の分を新しい評価基準で作業しているところ

へ，さらにほかに引き上げの事務をやれといわれ

ても，実務的にはとてもできない，というよう

に，いろんなことを言うのですね。それでもやっ

たらどうかと我々は言うのですが，そんな危険な

荒っぽいことはしないですませたいというのが，

自治体の全体的なムードだと思うんです。東京都
司会　いまお話しいただいたような視点にたっ
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のような革新自治体といわれているところでもそ

うなんてすから，よほど頭を切りかえて蛮勇を振

わなければなりません。

岸本　自治体が真に自治体であるなら課税自主権

をもつことが要件である，というだけでは理念的

にすぎるかもしれませんが，現実的に考えても，

自治体が課税自主権をもち，さまざまな試みをす

ることがとりわけ重要だと思います。

　たとえば，通過交通に対する通行税のようなも

のを設定する自治体が続々と出てきたら，かなり

の交通体系が変化せざるをえないでしょう。市内

交通の体系と都市間交通の休系が相当に影響をう

けるでしょう。都市のあり方についてその都市自

治体なりの考え方を実行していくためには，交

通，とりわけ自動車による通過交通の問題に対す

る対応手段を都市がもつことが必要で，その対応

手段が税だけだとは言わないが，それの活用はひ

とつの方法です。

　同じことは，企業の立地の誘導，汚染責任の負

担という点でもいえます。

司会　そういう自治体が主体的に現状改革の努力

をすべきであるという問題意識は，革新自治体に

限らず，全国の自治体で共有できるでしょうか。

山本　全部の足並みを揃えるというのでなしに，

意欲のあるところがどこかに穴をみつけて中央突

破して，それにだんだん他の自治体がついていく

という形をとるしかないでしょう。法人住民税の

超過課税にしても，これまでどこでもやらなかっ

たのが，どこかがやれば，では自分のところもや

るうかという自治体が拡がっていく。そうすると

自治省も，事務所事業所税をやらざるをえなくな

るでしょう。

小島　横浜市では49年７月に法人事業税の超過課

税をやりましたが，この１年にそうとう拡がりま

した。いまではむしろ超過課税が定着したといっ

てもいいすぎではないでしょう。その定着の状況
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をみても，革新自治体に限っていない。つまり今

日の地方財政問題は，革新・保守を問わずすべて

の団体の問題で，またその内容も同じものです。

したがって，この打開，改革への努力という意識

はすべての地方自治体の共有のものであり，政治

の問題とは異った純粋に財政問題として取組むこ

とには何ら差異がないと思いますね。

司会　初めのほうで山本先生が「国との行財政の

再配分に立入らなければならない」とおっしゃい

ましたが，どのようにそれを進めたらよいか，お

うかがいしたいのですが。

山本　やはり，世論をたかめていく以外にないで

しょう。委任事務の返上など，やれる面でやるこ

とはもちろんですが，それと，全国知事会とか市

長会をもっと革新的なものにすること，あとは結

局国会で野党勢力がもっと強化されることが決定

的な意味をもつでしょう。

岸本　財源再配分の必要性はいうまでもありませ

ん。しかしその配分原則が何であるかは，よく考

える必要があります。たとえば，財源再配分が，

財源種別，いいかえれば税種別の再配分であって

よいかどうかは問題です。たしかにこれまで，Ｇ

ＮＰもしくは所得の伸びに比べて弾性値の高い税

種は国にとられ，成長の成果が税の面で増収とし

て現われる度合の鈍いものが地方財源にまわされ

ていました。このことが，さきにギャップと私か

述べたような問題を生んだことは，もちろんで

す。そうしたギャップは埋められなければならな

いし，成長のもたらすヒズミに即応すべき現場が

自治体である以上，弾性値の高い税種が自治体に

まわされなければならないのはたしかです。しか

し，弾性値が高いことは成長鈍化の中では不安定

さをもたらします。安定成長の見地からはそれだ

けでは足りない。

　となりますと，税種の再配分をふくむと同時に

それをこえた再配分原理が，必要であることにな
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ります。私は，税種は，国であれ地方であれ，共

通であってもよいと思います。国に対しては地方

からそれこそ交付金なり拠出金なりの形でだせば

よいのです。その意味では，権限の配分こそがポ

イントだというべきでしょう。

　とりわけ，重要な意義として強調したいこと

は，公的貯蓄としての税という機能です。日本の

場合，税や社会保険料もふくめた広義の貯蓄は，

スエーデンや西ドイツなみなのに，そのなかみ

は，公的貯蓄よりは，銀行や郵便局への私的任意

貯蓄が圧倒的に大きいのです。公的貯蓄の拡大を

通じてしか，福祉の強化は不可能だというべきで

すが，公的貯蓄を拡大するためには，税を負担す

ることの意味が，市民に納得されるのでなければ

なりません。そうした納得は，自治体という場で

のさまざまな市民的参加や自治体行政の反応ぬき

には，とうてい形成されませんね。自治体の課税

自主権は，たんに企業への課税面だけでなく，市

民の公的貯蓄の拡大という面でも，さまざまな試

みをさせるのでなければならないと思うのです。

司会　すでに中央一地方の税財政システム，ある

いは自治体独自の財政改革についていろいろとご

指摘いただいたわけですが，さらに今後の展望の

なかで積極的にとりあげるべき問題なり着眼点が

ありましたら……。

岸本　不況はそれまでの経済の諸関係に累積して

きた不均衡のアク落しという機能をはたす面があ

ります。とくに，激しいインフレ不況に急転した

今次の不況は，その機能をつよくもっています。

そして，アク落しを強化し，次の軌道をしくとい

うことを意識的に推進するためには，資産再評価

が必要となります。

　資産再評価は企業側からも，そうでない側から

も，必要性があると言えます。その再評価をどう

するかが，評価にともなう再評価税の入り方とい

う単発効果だけでなく，それ以後の各種税収の入

り方の面でも，これからの財政構造を大きく左右

するでしょう。

　再評価を土地を含めて行ない，再評価税は，企

業の場合土地での物納を奨励する（金納にくらべ

て税率の割引などを行ない）などの措置をとり，

その収税者は自治体とすれば，相当に自治体財政

の基盤強化になるはずです。資産再評価をどのよ

うに行なうかという点を一つの突破口にすること

を提言したいのです。

山本　これは国についても自治体についてもいえ

ることですが，いまの所得税中心の原則に資産へ

の課税をもっととり入れることが必要な段階で

す。フローの課税でなく，ストックの課税（法人

についても個人についても）が考えられるべきで

す。インフレの激しい時代にはぜひ必要です。最

近の外形課税の動きもこれの一つの反映で，そう

しないと課税の公平の原則を貫けないし，これか

らの安定的財源の確保もできないと思います。大

蔵省が考えているような付加価値税を阻止する意

味でも，これは重要です。
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市民がどうかかおるか

司会　自治体行政の内部では，たんに節約や合理

化だけでなく，法人課税の強化，超過負担の解消

など，さまざまの努力をしているのですが，それ

らはすべてが自治体行政対国政の問題で，市民一

般がそれに矛盾を感じ，憤激して行動を起す状況

にない。それはなぜだろうかと考えるのです。ふ

つう構造が問題になるときは，いろんな運動がワ

ッとあるもので，もっと世論がわきたつというこ

とがあってまいと思うのですが。

岸本　国対自治体の対立図式に一般市民がなかな

か憤激し，運動のエネルギーを集中してこないの

は，市民のもつ利害認識の回路にこの図式がうま

くはまらないからですね。自治体の権限が狭めら
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れて財政基盤も弱いということは，多くの市民は

知識としてはかなり知るようになってきていま

す。これをもっと知るようになるとどういう動き

がでてくるかはこれからの研究課題ですが，現在

でもある程度知るようにたった人からも運動が出

てこない。それは，住民の生活利害と財源配分の

変更がかみあっていないからなんですね。財源配

分をやるとうまくいくぞという認識にまできてい

ない。簡単にいえば，自分の前の道路が舗装され

る金が国から出るか自治体から出るかは気にして

いない。道路ひとつ舗装するにもその金がどこか

ら出ているかの認識が市民の間にひろがっていく

ことが必要で，そのためには議会や議員もふくめ

た自治体側が努力しなければならないでしょう。

　もうひとつ，山本先生がいかれた財源再配分は

必要ですが，それをいうには財源再配分したほう

が経済的により大きな可能性がひらかれるのだと

いうことを積極的に論証しないと,〝こ自治体の取

り分は大きくなったが国の分が減って全体として

は同じではないか〟ということになりかねない。

自治体のほうに金をまわしたほうがよいのだとい

うことを市民が確信するためには，自治体の政策

運営に市民がどうかかわるかがポイントになりま

すね。利害認識の芽は自分がそこにかんでみない

と生れてこないものです。

司会　都市科学研究室で最近市民意識の調査をし

たときに，市役所を「お上」とみているか，「住

民の生活を守るところ」とみているかという質問

をしたら，「お上」と考える人が26パーセントい

ました。そういうことがこの問題と関係している

んじゃないでしょうか。もうひとつは，苦しくな

ってきても，保育所にするか下水道にするかの具

体的の選択基準を市民は出さない。決めるのはお

まかせであって，市民はニードに基いてばらばら

に要求するだけです。こういう市民内部の構造で

は対決局面だけで，自治体の政策運営へ市民がど
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うかかわるかということと切りむすばないように

思います。

山本　国を地方の税の問題，行政の問題が複雑に

組合されていて，自分の同じ財布から国と地方自

治体へ出している税金がどう自分のところへ帰っ

てくるかのメカニズムがわかりにくいんですね。

勉強してみてもわからないから，初めからあきら

めている。市会議員を選出したらおしまいなんで

す。そうならないためには，市政で大きな決断を

する場合に，市議会という代議制の場だけでな

く，アメリカなどの自治体が住民投票にかけるよ

うに，直接住民に問いかけることをやるべきで

す。法律のワクをこえる条例をつくるときに，住

民に賛成か反対かを聞くといったことをやりだし

たら，住民も関心がでてくるでしょう。

小島　岸本先生のいわれた財源再配分がどう結び

つくのかという問題ですが，横浜の場合は接収解

除の遅れと人口急増による都市施設水準の低さと

いう特殊事情もありまして，どの分野も市民のニ

ードが強くて優先順位がつき難いのですが，その

なかでも，例えば道路はがまんしても学校は先に

やってしまいたいというような選択は長年の間に

あったし現在もあります。ところが横浜だけでな

く地方団体は，国の補助事業の認承を前提とし

て，事業量，事業費が各年度で決められるという

のが実態です。それを全部まとめると，国の予算

いかんで地域の行政まで左右されてしまう。こん

なものまでやらなくてもよいと思われるものまで

押しつけられる。押しつけられた補助金，押しつ

けられた行政というものが出てきています。

岸本　財源再配分とはたんに国と自治体の間でパ

イを分けあうだけではなくて，分けあったことに

よって出てくるプラスアルフアがいまおっしゃっ

たような問題になる。

山本　金額の問題だけでなく，金額の質の問題で

もあるわけですね。　　　　<昭和50年10月24日〉
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